入札法

(全国人民代表大会常務委員会1999年8月30日制定、同日公布、2000年1月1日施行)

第1章　総則

第1条

入札活動を規範化し、国の利益を保護し、社会の公共利益及び入札活動の当事者の合法的権益を守り、経済効果を高めるため、またプロジェクトの質的向上を保証するために、本法を制定する。
第2条

中華人民共和国の境内にて入札活動を行う場合、本法を適用する。

第3条

中華人民共和国境内において下記の工事建設プロジェクト(プロジェクトの探査・設計・施工・監理及び工事建設に関する重要な設備・材料などの買付を含む)を実施する場合、必ず入札を行うものとする。

(1)大型インフラ施設、公用事業など、社会公共利益及び公衆安全に関連のあるプロジェクト

(2)全部又は部分的に国有資金投資又は国家融資を使うプロジェクト
(3)国際組織又は外国政府の借款・援助資金を使うプロジェクト
前項に掲げたプロジェクトの具体的範囲及び規模の基準については、国務院発展計画部門が国務院関係部門と共同でこれを制定し、国務院に届け出て許可をもらうものとする。

法律又は国務院により、入札を行わなければならないその他のプロジェクトの範囲について規定がある場合は、その規定に従う。

第4条

いかなる単位及び個人も、法により入札を行わなければならないプロジェクトについて、これをゼロにし(原文は「化整為零」)、いかなる方法によっても入札を避けてはならない。

第5条
入札活動は、公開・公平・公正及び信義誠実の原則に基づいて行うものとする。

第6条

法により入札を行わなければならないプロジェクトについて、その入札活動は地区又は部門の制限を受けないものとする。いかなる単位及び個人も、法に違反して当該地区・当該分野以外の法人又はその他の組織が応札することに制限あるいは排斥を行ってはならないものとし、いかなる方式により入札活動に対する不法干渉を行ってはならない。

第7条

入札活動及びその当事者は法による監督を受ける。

関連行政監督部門は、法に基づき入札活動に対して監督を行い、法に基づいて入札活動における違法行為を調査、処理する。

入札活動に対する行政監督及び関係部門の具体的権限の分担については、国務院がこれを定める。

第2章　入札

第8条

入札者とは、本法の規定に従い入札プロジェクトを提示し、入札を実施する法人又はその他の組織をいう。

第9条

国の関連規定に基づいてプロジェクトの審査手続を必要とすると定められている入札プロジェクトについては、事前に審査手続きを行い批准を得なければならない。

入札者は、入札プロジェクトに相応する資金を有し、又は資金の出所が確実でなければならないものとし、かつ、その旨を入札文書に事実どおりに明記しなければならない。

第10条

入札は公開入札と指名入札に分けられる。公開入札とは、入札者が入札公告の方式により不特定の法人又はその他の組織を招請して入札を行うものを指す。

指名入札とは、入札者が入札招請書の方式で特定の法人又はその他の組織を招請して入札を行うものを指す。

第11条

国務院発展計画部門の定める国家重点プロジェクト、並びに、省・自治区・直轄市人民政府の定める地方重点プロジェクトが、公開入札に適しない場合は、国務院発展計画部門又は省・自治区・直轄市人民政府の批准を得た上、指名入札を行うことができる。

第12条

入札者は、白ら入札代理機構を選び、入札業務を委託することができる。いかなる単位及び個人も、いかなる方式により、入札者に代わって入札代理機構を指定してはならない。

入札者が、入札文書の作成・入札評価能力を有する場合、入札業務を自ら行うことができる。いかなる単位及び個人も、入札代理機構への委託を強制してはならない。

法により入札を行う必要があるプロジェクトについて、入札者が入札業務を自ら行う場合、関連の行政監督部門に届け出なければならない。

第13条

入札代理機構とは、法により設立され、入札代理業務に従事し、かつ関連サービスを提供する社会仲介組織を指す。

入札代理機構は下記の条件を備えなければならない。

(1)入札代理業務に従事するために必要な営業場所及び相応の資金を有すること。

(2)入札文書の作成・入札評価を行うための相応の専門的能力を有すること。

(3)本法第37条第3項に定められた条件に合致し、入札評価委員会の委員として技術・経済分野の専門家チームを有すること。

第14条

工事建設プロジェクトの入札代理業務に従事する入札代理機構の資格については、国務院又は省、自治区、直轄市人民政府の建設行政主管部門が認定する。具体的な実施方法については、国務院建設行政主管部門が、国務院の関係部門と共同で制定する。その他の入札代理業務に従事する入札代理機構の場合は、国務院がその資格認定を行う主管部門を定めるものとする。

入札代理機構は、行政機関及びその他の国家機関との間において、隷属関係又はその他の利益関係があってはならない。

第15条

入札代理機構は、入札者の委託範囲内で入札業務を行い、かつ、本法の入札者に関する規定を遵守するものとする。

第16条

入札者は、公開入札の方式を採用する場合、入札公告を発布しなければならない。法により入札を行う必要があるプロジェクトの入札公告については、国家指定の新聞・刊行物、情報ネットワーク又はその他の媒介を通じて発布するものとする。

入札公告には、入札者の名称及び住所、入札プロジェクトの性格・数量・実施場所及び日時、並びに入札文書の入手方法などの事項を明記しなければならない。

第17条

入札者は、指名入札の方式を採用する場合、入札プロジェクトを担当する能力を有し、信用状況が良好な法人又はその他の細織を4つ以上指定し、入札招請書を発行しなければならない。

入札招請書には、本法第16条第2項に定められた事項を明記しなければならない。

第18条

入札者は、入札プロジェクトの性格上要があれば、入札公告又は入札招請書の中に、潜在的応札者に対して関係資質証明文書及び業績状況を提供するよう求めることができるものとし、また潜作的応札者に対する資格審査を行うことができる。国家が応札者の資格条作を定めた場合は、その規定に従う。

入札者は、不合理な条件で潜作的応札者を制限あるいは排斥してはならないものとし、潜狂的応札者に対して差別待遇を与えてはならない。

第19条

入札者は、入札プロジェクトの特徴及び必要に応じて入札文書を作成する。入札文書には、入札プロジェクトの技術的要求、応札者に対する資格審査の基準、応札価格の要求及び入札評価基準など全ての実質的要求及び条件、並びに締結予定の契約の主要条項を含むものとする。

入札プロジェクトの技術及び基準について国の規定がある場合、入札者はその規定に従って、入札文書に相応の要求事項を提示しなければならない。

入札プロジェクトの性格上、工程の分割が必要であり(原文「劃分標段」)、工期の確定が必要である項目については、入札者は工程の分割、工期の確定を行い、かつそれを入札文書に明記する。

第20条

入札文書には、特定の生産供給者名、又は潜在的応札者に加担あるいは排斥する旨のその他の内容を要求又は明記してはならない。

第21条

入札者は、入札プロジェクトの具体的状況に応じて、潜在的応札者を集めプロジェクトの現場を実地調査させることができる。

第22条

入札者は、入札文書を受け取った潜狂的応札者の名称、数最、並びに公平な競争に影響をもたらすおそれのある入札関連のその他の状況について、他人に漏らしてはならない。

入札者が基準価格を設定した場合、その基準価格については秘密保持しなければならない。

第23条

入札者は、すでに発行した入札文書について、必要な解釈又は修正を行う場合、入札文書に定められた入札文書の最終提出期限の最低15日前までに、全ての入札文書受取人に通知しなければならない。その解釈又は修正内容は入札文書の一部分とみなす。

第24条

入札者は、応札者が入札文書を作成するために必要な合理的期問を確定しなければならない。但し、法により入札が必要とされるプロジェクトについては、入札文書の発行日から応札者が入札文書を提出する最終締め切り日までを、最低20日間とする。

第3章　応札

第25条

応札者とは、入札に応じ、入札競争に参加する法人又はその他の組織をいう。

法により入札が行われる科学研究プロジェクトに個人の応札が許される場合、応札を行う個人にも本法の応札者関連規定が適用される。

第26条

応札者は入札プロジェクトを引き受ける能力を備えていなければならない。国家の関連規定に応札者の資格条件が定められている場合、あるいは入札文書に資格条件が定められている場合、応札者はその所定の資格条件を満たさなければならない。

第27条

応札者は、入札文書の要求に従って応札文書を作成する。応札文書は入札文書に定められた実質的な要求及び条件に応じるものとする。

入札プロジェクトが建設施工に関するものである場合、応札文書の内容には、派遣予定のプロジェクト担当者及び主要技術者の略歴、業績及び入札プロジェクトの完成のために必要とされる予定の機械設備などを含むものとする。

第28条

応札者は、入札文書に定められた応札文書の最終提出期日までに、応札文書を入札地点に送達する。入札者は、応札文書に受領の署名をした上で保存し、開封してはならない。応札者が3者に満たさない場合、入札者は改めて入札者の募集を行う。

入札文書に定められた入札文書の最終提出締切日がすぎた後到着した入札文書については、入札者は受領を拒絶しなければならない。

第29条

応札者は、入札文書に定められた入札文書の最終提出締切日前であれば、提出した応札文書を補充、修正、撤回することができるものとし、かつ書面にてその旨を入札者に通知することができる。補充・修正の内容は応札文書の一部分とみなす。

第30条

応札者は、入札文書に記載されるプロジェクトの実際情況に基づいて、落札後、落札したプロジェクトのうちの非主体的・非中心的部分の業務を下請けに出す予定である場合、応札文書にその旨を明記しなければならない。

第31条

複数の法人又はその他の組織が1つの連合体を結成し、1つの応札者として共同入札行うことができる。

連合体を構成する各者は、いずれも入札プロジェクトを引き受ける相応の能力を備えていなければならない。国家の規定あるいは入札文書により応札者の資格条件が定められている場合、連合体を構成する各者は、いずれも所定の相応の資格条作を具備していなければならない。同一業者が結成した連合体については、資質等級の低い単位の等級を以って連合体の資格等級とする。

連合体の各者は共同応札契約を締結し、各者の引き受けるべき業務及び責任を明確に規定してから、共同応札契約書を応札文書とともに入札者に提出する。連合体が落札した場合、連合体の各者は、共同で入札者と契約を締結し、落札プロジェクトについて、入札者に対して連帯責任を負う。

入札者は、応札者に対し連合体結成による応札を強制してはならないものとし、応札者間の競争を制限してはならない。

第32条

応札者はお互いに入札オファーについて談合を行ってはならない。また、他の応札者の公平な競争を排斥してはならないものとし、入札者及びその他の入札者の合法的権益に損害を与えてはならない。

応札者は、応札時に入札者と結託してはならず、国家の利益、社会の公共利益並びに他者の合法的権益に損害を与えてはならない。

応札者が入札者又は入札評価委員会メンバーに対し贈賄の手段によって落札することを禁ずる。

第33条

応札者は、原価を下回るオファーで入札競争してはならないものとし、他人の名義による応札あるいはその他の方法により、虚偽に落札を詐取してはならない。

第4章　開札・入札評価及び落札
第34条

開札は、入札文書に定められた入札文書の最終提出締切日と同時に公開で行わなければならない。開札場所については入札文書にあらかじめ定められた場所とする。

第35条

開札は入札者がこれを主催し、全ての応札者に参加を招請するものとする。

第36条

開札時に、応札者もしくは応札者が選出した代表が、応札文書の密封状況について検査する。あるいは応札者の委託を受けた公証機構が検査し公証を行うこともできる。誤りのないことを確認した上で、担当者が公開で開封し、応札者の名称、応札価格、及び応札文書のその他の主要な内容を読み上げる。

入札者は、入札文書に定める応札文書最終提出締切日までに受け取った全ての応札文書について、開札時にその場で開封し読み上げなければならない。

開札の経過は記録し、審査資料として保存しなければならない。

第37条

評価は、入札者が法により設置する入札評価委員会が担当する。

法により入札が必要とされているプロジェクトの入札評価委員会は、入札側の代表者、及び技術・経済など関係分野の専門家等によって組織し、委員数は5人以上の奇数とする。そのうち、技術・経済等分野の専門家は委員総数の3分の2以上を占めなければならない。

前項の専門家とは、関係業務に従事して満8年になる者で高級技術役職を有する音あるいはそれと同等レベルの専門家でなければならない。また入札者は国務院関係部門又は省・自治区・直轄市人民政府関係部門が提示する専門家名簿、あるいは入札代理機構の専門家チームの中の関係業者の専門家名簿の中から選定する。一般入札プロジェクトの場合は任意抽出方法を採ることができるが、特別入札プロジェクトの場合は、入札者が直接選定することもできる。

応札者と利害関係をもつ者は、関係プロジェクトの入札評価委員会のメンバーになってはならない。すでにメンバーとなっている者については交代しなければならない。

入札評定委員会の委員名簿は、落札結果が確定するまでは秘密とする。

第38条

入札者は必要な措置を講じて、入札評価の秘密が厳格に保持できるよう、保証しなければならない。

いかなる部門及び個人も、入札評価の過程及びその結果に対し不法に干渉し、影響力を行使してはならない。

第39条

入札評価委員会は、応札文書中の意味の不明確な内容について、応札者に解釈又は説明を求めることができる。但し、解釈又は説明は、応札文書の範囲を超えてはならないものとし、あるいは入札文書の実質的内容を変更するものであってはならない。

第40条

入札評価委員会は、入札文書に定められた入札評価基準及び方法に従って、応札文書の審査を行い比較しなければならない。基準価格が設定されている場合は、基準価格に照らして審査を行うものとする。入札評価委員会は、入札評価終了後、入札者に書面にて入札評価報告を提出し、かつ条件に合致する落札候補者を推薦する。

入札者は、入札評価委員会が提出した書面の入札評価報告及び同委員会が推薦する落札候補者に基づき、落札者を確定する。入札者は入札評価委員会に授権し、評価委員会が直接落札者を確定するようにすることもできる。

国務院により特定入札プロジェクトの入札評価について特別な規定が定められている場合は、その規定に従う。

第41条

下記の条件のいずれかに該当する応札者を落札者とする。

(1)入札文書に定められた各項目の総合評価基準を最大限満たしている者。

(2)入札文書の実質的要求を満たし、かつ審査を経た応札価格がもっとも低い者。但し、応札価格が原価を下回るものは除く。

第42条

入札評価委員会は、審査の上、全ての応札が入札文書の要求に符合しないと認めた場合、全ての入札を否決することができる。法により入札が必要であると定められているプロジェクトの場合、全ての入札が否決された時は、入札者は本法に従って改めて入札を行う。

第43条

落札者を確定する前の段階において、入札者は、応札価格及び応札計画などの実質的な内容について、応札者と談合を行ってはならない。

第44条

入札評価委員会の委員は、客観的かつ公正に職務を遂行し、職業道徳を遵守しなければならないものとし、自分が提出した審査意見の全てに対して個人的に責任を負う。

入札評価委貴会の委員は、応札者と個人的に接してはならないものとし、応札者の金品又はその他の利益を受け取ってはならない。

入札評価委員会の委員及び入札評価に参与した関連狙業者は、応札文書の審査・比較、落札候補者の推薦状況、並びに入札評価に関するその他の状況を漏らしてはならない。

第45条

落札者が確定した後、入札者は、落札者に落札通知書を発送し、また、落札結果を落札できなかった全ての応札者に通知しなければならない。

落札通知書は、入札者及び落札者に対して法的効力を有する。落札通知書の発行後に、入札者が落札結果を変更した場合あるいは落札者が落札プロジェクトを放棄した場合、法に基づき法律責任を負うものとする。

第46条

入札者及び落札者は、落札通知書の発行日から30日以内に、入札文書及び落札者の応札文書に従って書面契約を締結する。入札者と落札者は、契約の実質的内容に反する契約を別途締結してはならない。

入札文書の中に落札者が履行保証金を納入することになっている場合、落札者はそれを納入しなければならない。

第47条

法により入札が必要であると定められているプロジェクトの場合、入札者は、落札者を確定してから15日以内に、関係行政監督梛門に入札状況に関する書面報告を提出する。

第48条

落札者は、契約の約定に従って義務を履行し、落札プロジェクトを完成するものとする。落札者は、落札プロジェクトを他者に譲渡してはならないものとし、かつ落札プロジェクトを分割して個別に譲渡してはならない。

落札者は、契約の約定に基づき、又は入札者の同意を得た上で、落札プロジェクトの非主体的・非中心的な部分の業務を下請けに出すことができる。下請けを請負う者は、相応の資格条件を満たしていなければならないものとし、かつ再下請けを行ってはならない。

落札者は、下請けに出すプロジェクトに関し入札者に対し責任を負う。下請けを請負う者は下請けするプロジェクトについて連帯責任を負う。

第5章　法律責任

第49条

本法の規定に反して、入札が必要とされているプロジェクトについて入札を行わなかった場合、あるいは入札が必要とされているプロジェクトの入札項目をゼロにしたりあるいはその他の方法を用いて入札を避けた場合は、いずれも期限を定めて改正を命じ、プロジェクト契約金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科すことができる。全部又は部分的に国有資金を使用するプロジェクトの場合は、プロジェクトの執行を一時停止し、あるいは資金交付を一時は停止する。当該単位の直接貞任を負う主管者及びその他の直接責任者に対し法により処分を行う。

第50条

入札代理機構が本法の規定に反して、保持すべき入札活動の関係状況に関する秘密資料を漏らした場合、あるいは入札者・応札者と結託して国家の利益・社会の公共利益・他人の合法的権益に損害を与えた場合、いずれも5万元以上25万元以下の過料を科し、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対し、単位に科される過料金額の5パーセント以上10パーセント以下の過料を科することができる。違法所得を得た場合は、その違法所得を没収する。その事実が重大な場合は、入札代理資格を一時停止あるいは取消すこともある。犯罪行為に当たる場合、法により刑事責任を追及する。他者に損害をもたらした場合、法により賠償責任を負うものとする。

前項に掲げた行為が落札結果に影響をおよぼした場合、落札は無効とする。

第51条

入札者が不合理な条件を以って潜在的応札者を制限あるいは排斥した場合、あるいは潜在的応札者に対して差別待遇をした場合、応札者に強制的に連合体を結成させて共同応札させた場合、応札者間の競争を制限した場合は、いずれも改正を命じ、1万元以上5万元以下の過料を科すことができる。

第52条

法により入札が必要であると定められているプロジェクトについて、入札者が入札文書を受領した資料から潜住的入札者の名称・数量、及び公平な競争に影響をもたらすおそれのある入札関係のその他の状況を他者に漏らした場合、あるいは基準価格を漏らした場合、警告を与えたうえで1万元以上10万元以下の過料を科すことができる。当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対しては法により処分を行う。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。

前項に掲げる行為が落札結果に影響をおよぼした場合、落札は無効とする。

第53条

応札者が互いに結託して応札した場合、あるいは、入札者と結託して入札した場合、応札者が入札者又は入札評価委員会の委員に贈賄することによって落札した場合は、いずれも落札を無効とし、落札プロジェクト金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科し、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対しては、単位に科された過料金額の5パーセント以上10パーセント以下の過料を科すことができる。違法所得を得た場合、その違法所得を没収する。その事実が重大な場合、1年乃至2年の間、法により入札が必要であると定められているプロジェクトの入札活動の参加する資格を取り消し、かつこれを公告し、最終的には工商行政管理機関を通じて営業許可証を取り消すことがある。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。他者に損害をもたらした場合、法により賠償責任を負う。

第54条

応札者が、他人の名義を以ってあるいはその他の方法により虚偽に落札した場合、落札は無効とする。入札者に損害を与えた場合、法により賠償責任を負う。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。
法により入札が必要であると定められているプロジェクトの、応札者が前項に掲げた行為があるものの犯罪を構成しない場合、落札プロジェクト金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科し、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対して、単位に科される過料金額の5パーセント上10パーセント以下の過料を科すことができる。違法所得を得た場合、その違法所得を没収する。その事実が重大な場合、1年乃至3年の間、法により入札が必要であると定められているプロジェクトの応札資格を取り消し、かつそれを公告し、最終的には工商行政管理機関を通じて営業許可証を取り消すことがある。

第55条

法により入札が必要であると定められているプロジェクトの、入札者が、本法の規定に反して、入札価格・入札計画などの実質的な内容について応札者と談合を行った場合、警告を与えるものとし、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対して法により処分を行う。

前項に掲げる行為が落札結果に影響をおよぼした場合、落札は無効とする。

第56条

入札評価委員会の委員が応札者の金品又はその他の利益を受け取った場合、あるいは、入札評価委員会の委員又は入札評価に参加した関係担当者が応札文書の審査・比較・入札候補者の推薦・入札評価に関するその他の状況を他者に漏らした場合は、いずれも警告を与え、受け取った金品を没収し、かつ3千元以上5万元以下の過料を科すことができる。上述の違法行為ある入札評価委員は、入札評価委員会の委員資格を取り消し、法により入札が必要であると定められているいかなるプロジェクトにも、参加できないものとする。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。

第57条

入札者が、入札評価委員会が法により推薦する落札候補者以外から落札者を確定する場合、あるいは、法により入札が必要であると定められているプロジェクトにおいて入札評価委員会が全ての応札者を否決したあと落札者を確定する場合、いずれも落札を無効とする。又その改正を命じ、落札プロジェクト金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科すものとし、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対して法により処分を行う。

第58条

落札者が落札プロジェクトを他者に譲渡した場合、あるいは、落札プロジェクトを分離して他者に譲渡した場合、本法の規定に反し落札プロジェクトの主体的・中心的な部分の業務を下請けに出した場合、下請け業者がまた再下請けを行った場合は、いずれもその譲渡・下請けを無効とする。それに譲渡・下請けプロジェクト金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科すことができる。違法所得を得た場合、違法所得を没収する。あるいは、業務停止命令を出して整理を命じることができる。その事実が重大な場合、工商行政管理機関を通じて営業許可証を取り消すことができる。

第59条

入札者及び落札者が入札文書及び落札者の応札文書に従って契約を締結しない場合、あるいは、入札者及び落札者が契約の実質的内容に反する契約を締結の場合、いずれも改正を命じるとともに、落札プロジェクト金額の0.5パーセント以上1パーセント以下の過料を科すことができる。

第60条

落札者が入札者との契約を履行しない場合、履行保証金は返還しないものとする、また入札者に与えた損失が履行保証金の金額を超える場合、超過分については賠償をしなければならない。履行保証金を納付しなかった場合、入札者の損失について賠償責任を負わなければならない。

落札者が入札者との契約どおりに義務を履行せず、その事実が重大な場合、2年乃至5年の間、法により入札が必要であると定められているプロジェクトの入札に参加する資格を取り消し、かつそれを公告し、最終的には工商行政管理機関を通じて営業許可証を取り消すことがある。

不可抗力により契約履行ができない場合、上記の規定は適用しない。

第61条

本章に定める行政処罰は、国務院の定める関係行政監督部門が決定する。本法に行政処罰実施機関についてすでに規定がある場合を除く。

第62条

いかなる単位も、本法の規定に反して当該地区・当該分野以外の法人又はその他の組織の入札を制限・排斥した場合、あるいは、入札者のために特定の入札代理機構を指定する場合、入札業務を入札代理機構に委託するよう入札者に強制した場合、並びにその他の方法で入札活動を干渉した場合は、いずれも改正を命じるものとし、当該単位の直接責任を負う主管者及びその他の直接責任者に対し法により警告、過失記録、重大過失記録の処分を行う。その事実が重大な場合、法により降格、職位剥奪、除名の処分を行う。

個人が職権を利用して前述の違法行為を行った場合、前述の規定に従って責任を追及する。

第63条

入札活動に対して、法により行政監督の責任を有する国家機関の職員が私利を図り、職権を濫用し、あるいは職務を怠ることによって、犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。犯罪を構成しない場合は法により行政処分を行う。

第64条

法により入札が必要であると定められているプロジェクトについて、本法の規定に違反し、落札が無効になった場合、本法に定められた落札条作に従い他の応札者から改めて落札者を確定するか、又は本法に基づき改めて入札を行う。

第6章　附則

第65条

応札者及びその他利害関係にある者が、入札応札活動が本法の関連規定に符合しないと考える場合、入札者に異議を申し出るものとし、あるいは法により関係行政監督部門に訴える権利を有する。

第66条

国家の安全、国家機密、緊急救助・災害救済に関わるか、あるいは貧困扶助資金を利用して救済の代わりに仕事を与え(原文は「以工代脈」)農民労働者を使う必要がある等、特殊な事情があって入札を行うのに適しないプロジェクトは、国家の関連規定により入札を行わなくてもよい。

第67条

国際組織又は外国政府の借款・援助資金を利用するプロジェクトの入札について、貸し付け側資金提供側が入札の具体的条件及び手続について、別途規定がある場合、その規定を適用することができる。但し、中華人民共和国の社会的公共利益に反するものは除く。

第68条

本法は2000年1月1日より施行する。
